
放課後児童支援員研修の受講要件の緩和 

 

 

 

 

 

 

 ★人員に関する基準（省令第１０条） 

①支援の単位ごとに放課後児童支援員を２人以上置かなければならない。ただし、１人を除

いては補助員（放課後児童支援員が行う支援を補助する者）をもって代えることができる。 

②放課後児童支援員は、受講要件を満たす者であって、都道府県知事が実施する研修を修了

したものでなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

補助員 

子育て支援員研修 
（放課後児童コー

ス）の修了者 

放課後児童健全育成事業 

事業の人員に関する基準については、省令（放課後児
童健全育成事業の設備及び運営に関する基準）の基準
に従い、条例で定めることとされている。 

児童福祉法第３４条の８及び第３４条の８の２ 

無資格者 
（特に研修を受けて

いない者） 

省令第１０条第３項各号に、補助員のうち子育て支援員研修（放課後児童コース）を修
了した者に関する受講要件を明記するとともに、必要とされる経験年数を他の児童福祉
事業の経験者よりも短期化すること。または、子育て支援員については、放課後児童支
援員認定資格研修の受講科目のうち、子育て支援員研修の受講科目と重複するものの受
講を免除する。 

特段の資格がなくとも補助員として従事できるため、

子育て支援員研修を修了した者も待遇は同じ。 

現在は、５年間（平成 32 年度まで）の経過措置があるものの、対象学年の拡大等により放課後児童ク
ラブを増設中であるため、将来的に放課後児童支援員の不足が課題となる。 

また、今後放課後児童健全育成事業を充実させていくには、放課後児童支援員をできるだけ多く確保
しておくことが必要と考える。 

そこで、子育て支援員から放課後児童支援員を段階的に育成するとともに、子育て支援員研修（放課
後児童コース）受講の動機付けのため、次のとおり省令の基準等を緩和することを提案する。 

＜実務経験を要しない者＞ 
保育士や社会福祉士、幼稚園等の教諭の有
資格者、大学等での社会福祉学等の修了者 

放課後児童支援員認定資格研修の受講要件

放課後児童支援員 

＜実務経験を要する者＞
(1) 高卒者であって、２年以上児童福祉事業に
従事したもの 

(2) 高卒者であり、かつ、２年以上児童福祉
事業に類する事業に従事したものであっ
て、市長が適当と認めたもの（2,000 時間以
上の勤務経験が目安） 

(1)子育て支援員研修（放課後児童コース）を修了し

た者が、補助員として放課後児童健全育成事業に

携わった経験があっても、他の児童福祉事業の経

験者と同じ経験年数を必要とされる。 

(2)子育て支援員研修（放課後児童コース）で受講し

た科目と同一科目についても、再度受講すること

が必要とされる。 

放課後児童支援員を 
補助する者 

補助員が
放課後児童支援員に
なろうとする場合
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【関係法令】 

 

児童福祉法（抄） 

第六条の三 略 

② この法律で、放課後児童健全育成事業とは、小学校に就学している児童であつて、その保護

者が労働等により昼間家庭にいないものに、授業の終了後に児童厚生施設等の施設を利用して

適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業をいう。 

③－⑭ 略 

第三十四条の八 市町村は、放課後児童健全育成事業を行うことができる。 

② 国、都道府県及び市町村以外の者は、厚生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、厚

生労働省令で定める事項を市町村長に届け出て、放課後児童健全育成事業を行うことができる。 

③－④ 略 

第三十四条の八の二 市町村は、放課後児童健全育成事業の設備及び運営について、条例で基準

を定めなければならない。この場合において、その基準は、児童の身体的、精神的及び社会的

な発達のために必要な水準を確保するものでなければならない。 

② 市町村が前項の条例を定めるに当たつては、放課後児童健全育成事業に従事する者及びその

員数については厚生労働省令で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については厚

生労働省令で定める基準を参酌するものとする。 

③ 放課後児童健全育成事業を行う者は、第一項の基準を遵守しなければならない。 

 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（厚生労働省令）（抄） 

（職員） 

第十条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、放課後児童支援員を

置かなければならない。 

２ 放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに二人以上とする。ただし、その一人を除き、補

助員（放課後児童支援員が行う支援について放課後児童支援員を補助する者をいう。第五項に

おいて同じ。）をもってこれに代えることができる。 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道府県知事が行う研修

を修了したものでなければならない。 

一 保育士（国家戦略特別区域法（平成二十五年法律第百七号）第十二条の四第五項に規定す

る事業実施区域内にある放課後児童健全育成事業所にあっては、保育士又は当該事業実施区

域に係る国家戦略特別区域限定保育士）の資格を有する者 

二 社会福祉士の資格を有する者 

三 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）の規定による高等学校（旧中等学校令（昭和

十八年勅令第三十六号）による中等学校を含む。）若しくは中等教育学校を卒業した者、同法

第九十条第二項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による十二年

の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した

者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者（第九号におい

て「高等学校卒業者等」という。）であって、二年以上児童福祉事業に従事したもの 

四 学校教育法の規定により、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等教

育学校の教諭となる資格を有する者 
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五 学校教育法の規定による大学（旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）による大学を含

む。）において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学

科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

六 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若

しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得し

たことにより、同法第百二条第二項の規定により大学院への入学が認められた者 

七 学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学

若しくは体育学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

八 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専

修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

九 高等学校卒業者等であり、かつ、二年以上放課後児童健全育成事業に類似する事業に従事

した者であって、市町村長が適当と認めたもの 

４ 第二項の支援の単位は、放課後児童健全育成事業における支援であって、その提供が同時に

一又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをいい、一の支援の単位を構成する児童の

数は、おおむね四十人以下とする。 

５ 放課後児童支援員及び補助員は、支援の単位ごとに専ら当該支援の提供に当たる者でなけれ

ばならない。ただし、利用者が二十人未満の放課後児童健全育成事業所であって、放課後児童

支援員のうち一人を除いた者又は補助員が同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事

している場合その他の利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

 

松山市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

  （上記の厚生労働省令に従い定めた人員に関する基準部分のみ抜粋） 

（職員） 

第１０条 放課後児童健全育成事業者は，放課後児童健全育成事業所ごとに，放課後児童支援員

を置かなければならない。 

２ 放課後児童支援員の数は，支援の単位ごとに２人以上とする。ただし，その１人を除き，補

助員（放課後児童支援員が行う支援について放課後児童支援員を補助する者をいう。第５項に

おいて同じ。）をもってこれに代えることができる。 

３ 放課後児童支援員は，次の各号のいずれかに該当する者であって，都道府県知事が行う研修

を修了したものでなければならない。 

(1) 保育士の資格を有する者 

(2) 社会福祉士の資格を有する者 

(3) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の規定による高等学校（旧中等学校令（昭和１８

年勅令第３６号）による中等学校を含む。）若しくは中等教育学校を卒業した者，同法第９０

条第２項の規定により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による１２年の学校

教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含

む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者（第９号において「高

等学校卒業者等」という。）であって，２年以上児童福祉事業に従事したもの 

(4) 学校教育法の規定により，幼稚園，小学校，中学校，高等学校又は中等教育学校の教諭と

なる資格を有する者 

(5) 学校教育法の規定による大学（旧大学令（大正７年勅令第３８８号）による大学を含む。）
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において，社会福祉学，心理学，教育学，社会学，芸術学若しくは体育学を専修する学科又

はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

(6) 学校教育法の規定による大学において，社会福祉学，心理学，教育学，社会学，芸術学若

しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得し

たことにより，同法第１０２条第２項の規定により大学院への入学が認められた者 

(7) 学校教育法の規定による大学院において，社会福祉学，心理学，教育学，社会学，芸術学

若しくは体育学を専攻する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

(8) 外国の大学において，社会福祉学，心理学，教育学，社会学，芸術学若しくは体育学を専

修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

(9) 高等学校卒業者等であり，かつ，２年以上放課後児童健全育成事業に類似する事業に従事

した者であって，市長が適当と認めたもの 

４ 第２項の支援の単位は，放課後児童健全育成事業における支援であって，その提供が同時に

１又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをいい，一の支援の単位を構成する児童の

数は，おおむね４０人以下とする。 

５ 放課後児童支援員及び補助員は，支援の単位ごとに専ら当該支援の提供に当たる者でなけれ

ばならない。ただし，利用者が２０人未満の放課後児童健全育成事業所であって，放課後児童

支援員のうち１人を除いた者又は補助者が同一敷地内にある他の事業所，施設等の職務に従事

している場合その他の利用者の支援に支障がない場合は，この限りでない。 

付 則 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日から平成３２年３月３１日までの間，第１０条第３項の規定の適用につ

いては，同項中「修了したもの」とあるのは，「修了したもの（平成３２年３月３１日までに修

了することを予定している者を含む。）」とする。 

 

子育て支援員研修事業実施要綱（抄） 

１．趣旨・目的 

子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）に基づく給付又は事業として実施される小

規模保育、家庭的保育、ファミリー・サポート・センター、一時預かり、放課後児童クラブ、

地域子育て支援拠点等の事業や家庭的な養育環境が必要とされる社会的養護については、子ど

もが健やかに成長できる環境や体制が確保されるよう、地域の実情やニーズに応じて、これら

の支援の担い手となる人材を確保することが必要である。 

このため、地域において子育て支援の仕事に関心を持ち、子育て支援分野の各事業等に従事

することを希望する者に対し、多様な子育て支援分野に関して必要となる知識や技能等を修得

するための全国共通の子育て支援員研修制度を創設し、これらの支援の担い手となる子育て支

援員の資質の確保を図ることを目的とする。 

２．子育て支援員 

子育て支援員とは、本要綱に基づき、都道府県又は市町村（特別区を含む。以下同じ。）（以

下「都道府県等」という。）により実施される５の（３）で定める基本研修及び専門研修（５の

（３）のイの（イ）に定める４コース（「地域保育コース」及び「地域子育て支援コース」につ

いては各分類）のいずれか１つ）（以下「子育て支援員研修」という。）の全科目を修了し、「子

育て支援員研修修了証書」（以下「修了証書」という。）の交付を受けたことにより、子育て支
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援員として子育て支援分野の各事業等に従事する上で必要な知識や技術等を修得したと認めら

れる者である。 

４．対象者 

本事業の対象者は、育児経験や職業経験など多様な経験を有し、地域において子育て支援の

仕事に関心を持ち、以下の子育て支援分野の各事業等の職務に従事することを希望する者及び

現に従事する者とする。（(１)～(４)は「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準」（平成

26 年厚生労働省令第 61 号）、（８）は「児童福祉法施行規則」（昭和 23 年厚生省令第 11 号）

において研修の修了が従事要件となっている職種） 

（１）家庭的保育事業（児童福祉法第６条の３第９項）の家庭的保育補助者 

（２）小規模保育事業（児童福祉法第６条の３第 10 項）Ｂ型の保育士以外の保育従事者 

（３）小規模保育事業（児童福祉法第６条の３第 10 項）Ｃ型の家庭的保育補助者 

（４）事業所内保育事業（児童福祉法第６条の３第 12 項）（利用定員 19 人以下）の保育士以

外の保育従事者 

（５）利用者支援事業（子ども・子育て支援法第 59 条第１号）の専任職員（中略） 

（６）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）（児童福祉法第６条の３第２項）の補助員 

（７）地域子育て支援拠点事業（児童福祉法第６条の３第６項）の専任職員 

（８）一時預かり事業（児童福祉法第６条の３第７項）の保育士以外の保育従事者 

（９）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）（児童福祉法第６条の３第

14 項）の提供会員 

（10）社会的養護関係施設等（児童福祉法第６条の３第１項、第３項及び第８項、第６条の４

並びに第７条第１項（助産施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、障害児

入所施設及び児童発達支援センターを除く））の補助的職員等 

５．研修の実施方法及び内容 

（３）研修内容 

子育て支援員研修は以下のア及びイに掲げる研修とする。 

ア 基本研修 

（ア） 子育て支援員として、子育て支援分野の各事業等に共通して最低限度必要とされる子

育て支援に関する基礎的な知識、原理、技術及び倫理などを修得するものとし、子育て

支援員としての役割や子どもへの関わり方等を理解するとともに、子育て支援員として

の自覚を持たせることを目的とする。 

（略） 

イ 専門研修 

（ア）アの基本研修を修了した者（以下「基本研修修了者」という。）が、子育て支援員とし

て、子育て支援分野の各事業等に従事するために必要な子どもの年齢や発達、特性等に

応じた分野毎の専門的な知識・原理・技術・倫理などの修得を行うことを目的とする。 

（イ）専門研修は、「地域保育コース」、「地域子育て支援コース」、「放課後児童コース」、「社

会的養護コース」の別とする。また、「地域保育コース」については、「地域型保育」、「一

時預かり事業」、「ファミリー・サポート・センター」の分類を、また、「地域子育て支援

コース」については、「利用者支援事業（基本型）」、「利用者支援事業（特定型）」「地域

子育て支援拠点事業」の分類をそれぞれ設けることとする。なお、「地域保育コース」の

各分類には、「地域保育コース」の「共通科目」を含むものとする。 
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